



































































































1869年9月初めて会計年度に関する規定を設けて 甲年 10月より乙年9月に吏までを 1会計年










承認を経て太政官述を以って布告することした。 1879年2月に公布された 1875年度 (1875年7
月-1876年6月)決詳報告書は上述の手続きを経た最初の決算報告書であり，これを決算布告
のlIo'i;矢とし，その後何年度の決算が成るに従い公布された。










9 大蔵省編纂[1932]r明治前期財政経済史料集成第4巻J改造社， 2~3 頁，参照。
10 会計期間は，第 1 期 1867 年 12 月 ~1868 年 12 月，第 2 j羽:1869 年 1 月 ~1869 年 9 月，第 3 期: 1869年10
月 ~1870 年 9 月，第 4 期: 1870 年 10 月 ~1871 4' 9月，第5)羽:1871 年 10 月 ~1872 年 12 月，第 6 期: 1873 






















































第l期 第2期 第3期 第4期
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
各官省経費 167.5 5. 5 242.5 11. 7 284. 7 14.2 279.0 14.5 
陸海軍費 106.0 3. 5 154.8 7.4 150.0 7.5 325.3 16.9 
各地方諸費 93.8 3. 1 157. 1 7.6 126.9 6. 3 97.9 5. 1 
諸禄及び扶助費他 183.3 6. 0 381. 6 18.4 413.4 20.6 520.4 27. 1 
通常歳出合計 550.6 18. 0 936.0 45.0 975.0 48.5 1，222.6 63.6 
征討諸費 451. 2 14. 8 231. 6 1. 1 122.8 6. 1 9.6 O. 5 
旧幕旧藩に属する諸費 102.2 3. 4 57. 0 2. 7 145.8 7. 3 125.2 6. 5 
官工諸費他 130.8 4. 3 403.3 19.4 701. 0 34.9 482.5 25. 1 
勧業その他諸費臨時貸金 1， 815. 7 59. 5 450. 7 21. 7 66.2 3.3 83.6 4. 3 
例外歳出合計 2， 499. 9 82. 0 1，142.6 55.0 1，035.8 51. 5 700.9 36.4 






































































































第1期 第2期 第3期 第4期
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
租税 315. 7 9.5 439.9 12.8 932.4 44.5 1，285.2 58.0 
通常貸金返納他 12.5 0.4 8.9 0.3 15.8 0.8 48.6 2.2 
官有物所属収入他 38.3 1.2 17.8 O. 5 56. 1 2. 7 200.3 9.0 
通常歳入合計 366.5 11. 1 466.6 13.5 1，004.3 47.9 1，534.1 69.3 
紙幣発行 2，403.7 72.6 2，396.3 69.6 535. 5 25.5 214.6 9. 7 
借入金 473.2 14.3 91. 1 2.6 478.2 22.8 
臨時貸金返納他 65.5 2.0 489.8 14.2 77.9 3. 7 465.8 21. 0 
例外歳入合計 2，942.4 88.9 2，977. 2 86.5 1，091. 6 52. 1 680.4 30. 7 









































































17 大蔵省編纂 [1932]r明治前期財政経済史料集成第4巻J改造社， 17~19 頁，参照。






















































第5期 第6期 第7期 第8期
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
各官省経費 451. 9 7.8 541. 8 8.6 591. 6 7.2 305. 1 4.6 
陸海軍費 956.8 16.6 968.8 15.4 1， 041. 8 12.7 1，078.5 16.3 
各地方諸費 769.8 13.3 896.6 14.3 1，052.8 12.8 680.5 10.3 
諾禄及び扶助費他 2，069.0 35.8 2，665.0 42.5 3，314.0 40.3 3，220.1 48. 7 
通常歳出合計 4，247.5 73.6 5，072.2 80.8 6，000.2 72.9 5，284.2 79.9 
征討諸費 0.4 0.0 8. 2 O. 1 323.8 3.9 147. 5 2.2 
旧幕旧藩に属する諸費 454.4 7.9 354.8 5. 7 227.9 2.8 27. 7 0.4 
官工諸費他 654.2 11. 3 832.2 13.3 1，550.9 18.8 983.6 14.9 
勧業その他諸費臨時貸金 416.5 7.2 8. 7 O. 1 125.0 1.5 170.5 2.6 
例外歳出合計 1，525.5 26.4 1，203.9 19.2 2，227.6 27. 1 1，329.3 20. 1 






















































費目 陸海軍費 各地方諸費 諸禄及び扶助費 旧幕旧藩に属する諸費
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
第 4期 325. 3 26.6 97.9 8.0 314.9 25.8 125.2 17.9 
第 5期 956.8 22.5 769.8 18.1 1，607.3 37.8 454.4 29.8 
第 6期 968.8 19.1 896.6 17.7 1，804.6 35.6 354.8 29.5 
第 7期 1，041. 8 17.5 1，052.7 17.4 2，649.8 44.2 227.9 10.2 
































第5期 第6期 第7期 第8期
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
租税 2， 184. 5 43. 3 6，501. 5 76.0 6，530.3 91. 1 7，652.9 88. 7 
通常貸金返納他 60.2 1.2 200.3 2. 3 19.9 O. 3 34. 3 0.4 
官有物所属収入他 197.6 3. 9 354.4 4.1 379.9 5.3 620.9 7.2 
通常歳入合計 2，442.3 48.4 7，056.2 82.5 6，930.1 96. 7 8，308.1 96.2 
紙幣発行 1， 782. 5 35.3 
借入金 1，083.4 12. 7 日
臨時貸金返納他 819. 7 16.2 411. 1 4.8 235.6 3.3 324.0 3.8 
例外歳入合計 2，602.2 51. 6 1，494.5 17.5 235.6 3.3 324.0 3.8 
歳入総計 5，044.51 100.01 8，550.71 100.01 7， 165.71 100.01 8，632. 1100.0 
注及び資料:表3に閉じ
通常貸金返納他は，官工収入と通常貸金返納を集計した金額である。官工収入は，第5期 14.4
万円，第6期200.3万円，第7期 198.8万円，第8期245.1万円であった。第6期より急増した
のは.造幣局収入による O 通常貸金返納は，第5期60.2万円，第6期68.0万円，第7期26.0万円.
第8期34.3万円であった。これは 地方の借入金即ち地方債の返済である。
官有物所属収入他は，官有物所属収入，通常雑入を集計した金額である。官有物所属収入は，
第5期29.8万円，第6期222.3万円，第7期 110.8万円，第8期237.5万円であった。第6期の
金額が巨額なのは. 1872年10月勤農寮の廃止による土地払下げ代金の納入であり.第8期が巨
額なのは，陸軍省の不用品払下代金の数年分が納付されたためである。通常雑入は，第5期
153.4万円，第6期64.2万円，第7期243.2万円，第8期 138.2万円であった。第5期の金額の増
加は，会計法の改正により貨幣鋳造の際に，古金銀及び地金より生じた前期以前の益金を第5期
25 大蔵省編纂日932Jr明治前期財政経済史料集成第4巻J改造社， 9-15頁，参照。
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に計上したためである。第8期は.地金の益金が多かったためである。租税収入の増加が着実に
進み，租税が第6期以降通常歳入の約80%を占めるにいたり，明治政府の財政は初期の窮乏を
脱した。
(2)例外歳入
例外歳入は，紙幣発行，借入金，臨時貸金返納，旧幕及び旧藩所有金その他公納，臨時雑収入
の5款であるお
紙幣発行は，廃藩置県後は第5期のみであった。当時新貨幣鋳造の額が少なく全国に行き渡っ
ていなかった事に加え，旧貨幣の贋造が多かったのを嫌い流通が滞っていたので，免換証券
930.0万円(内 150.0万円は開拓使に係わるための発行)が発行された。さらに，廃藩置県後の
地方廃置分合のある程度定まるまで多額の費用が掛かるのを補うために，新紙幣852.5万円が発
行された。これは，新紙幣の発行により一時の急を救うためであった。
借入金は，廃藩置県後は第6期のみであった。この期の借入金は，秩禄奉還資金のため，英国
より借入れた7分利付外国新公債だけである。
臨時貸金返納他は，臨時貸金返納，旧幕及び旧藩所有金その他公納.臨時雑入を集計した金額
である。臨時貸金返納は，第5期535.9万円，第6期84.9万円，第7期82.0万円，第8期50.5
万円で、あった。第5期の金額が特に多額であるのは，廃藩置県に際し石高割貸金返納の数年にわ
たる滞納分を第5期に一時に納入させたためである。旧幕及ぴ旧藩所有金その他公納は，第5期
253.0万円，第6期306.0万円第7期141.0万円，第8期147.2万円であった。第6期と第7期の
金額が多いのは，廃藩置県に伴い旧諸藩の楕幣準備金及び貯蓄金を納付させ，また，旧藩外国債
追徴及び貸付金を返納させたためである。臨時雑入は，第5期30.8万円，第6期20.3万円，第
7期12.5万円，第8期126.3万円であった。第8期の金額が多額なのは，清国政府よりの収入と
台湾事務局汽船掛の収入の合計123.0万円が算入されたためである。
以上，廃藩置県後の明治政府財政を考察したが，廃藩置県前と同じく歳入不足分を紙幣発行に
より賄ったことが窺える。また，中央集権閤家として，地方への配慮に苦慮したことが分かる。
おわりに
明治前期の国家財政は，明治初期の明治政府歳出構造で考察したように， 1868年と 1869年は
例外歳出が多く，財政窮乏の極みにあった。明治政府は歳入不足を例外歳入すなわち借入金と紙
幣発行で賄い，地方行政機構は府県三治制によって旧制度を維持し，負担を軽減していた。これ
は，廃藩置県前の各地方諸費が8%以下であったことから明らかである。
廃藩置県が断行され，名実ともに中央集権国家となり，各地方諸費を初めとして地方に係る費
用が増加した。特に諸禄及ぴ扶助費と旧幕旧藩に属する諸費の増加が著しかった。この地方に係
26 大蔵省編纂口932Jr明治前期財政経済史料集成第4巻』改造社， 16-19頁，参照。
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る費用の処理で，明治政府の財政運営は厳しいもので、あった。
明治政府は，天災等の災害による窮民の救済には通常貸金を，農工業の振興には勧業貸付を地
方公共団体へ実施していた。これは，地方公共団体の借金すなわち地方債である。地方債制度は，
存在していなかったが，地方債は存在していたのである。通常貸金及ぴ勧業貸金等の調査・研究
は地方債制度の制定に重要な資料を提供したのである。
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